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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

第1分科会 砂防計画・施設設計の考え方について

（砂防事業の効果評価等）

平成24年10月 3日 第25回砂防研究報告会

分科会趣旨について

○ 私たちは、事業評価監視委員会や対策施設を計画した地元での説明会など、多くの場で砂防計画や対

策施設の考え方について説明をし、今後生じるであろう土砂災害、土砂移動現象に対して、対策施設が

どのような効果を果たすかを説明しています。一方で、説明する内容に含まれる生産土砂量や砂防堰堤

の土砂調節効果には、かなり割り切った想定も含まれています。

○ 説明する際には、この今後生じうる土砂災害、土砂移動現象に関する予測やそれらに対する対策施設

の効果評価について、単純に割り切って説明をします。しかし、もう少し科学的に分かりやすい説明は出

来ないものか。あるいは、それらが分かれば対策施設について工夫しようがあるのにと思うことがしばし

ばです。

○ しかし、砂防で扱う土砂移動現象は、豪雨による土石流や掃流砂から、天然ダムの決壊、深層崩壊、火

山噴火後の土石流・泥流まで、非常に多岐にわたります。また、今後生じうる土砂災害、土砂移動現象

を精度良く予測する技術についても開発途上の部分もあります。さらに、東日本大震災以降。非常に大

規模な自然現象への対応についても様々な議論がなされています。

○ そこで、本分科会では、砂防計画の立案や対策施設の設計時さらには事業評価における行政的な課題

および技術的な課題。特に、被害想定に関する課題を中心に議論します

分科会の進め方について

〔１日目：15:00～17:15〕 ● 砂防計画・施設設計の考え方について、それぞれの立場での問題意識を共有する。

① 実態との乖離状況や各参加者が疑問に感じていることを明らかにする。

〔２日目：9:00～12:00〕 ● 各自が抱えている問題意識から、今後、取り組むべき調査や技術開発について議論する。

① 事例紹介 9:00～10:00

1. 大規模崩壊に対する砂防施設規模や安定性の考え方について （越美山系砂防事務所高橋係長）

2.  シャッター付き砂防堰堤の考え方と効果検討について （北陸地方整備局福田専門官、松本砂防事務所野村係長）

3.  小規模な渓流に設置する土石流対策施設に関する検討について（太田川河川事務所藤原課長）

② ４班に分かれて議論する 10:00～11:15 （1：松下、2：福田、3：内田、4：林）

1.  初日と、2日目の事例紹介の感想

2.  今後、必要な調査について（平常時・災害時）

3.  今後、必要な技術開発について

③ 全体議論 11:15～12:00

1.  班別議論の状況について（各班からの報告）

2.  全体議論

過去の分科会テーマについて
平成19年度 砂防設備の影響検証を含めた総合的な土砂管理のための土砂移動モニタリング

○ 総合的な土砂管理について課題の把握や検討を行うための会議等を定期的に開催することが重要

○ 山地域から海岸までの土砂移動をモニタリングする手法が確立していない

○ 土砂移動モニタリングの使い道を示す必要がある。土砂移動にかかる問題毎に何を図るかを示す必要がある。

○ 流砂量を蓄積したデータベースが必要

平成20年度・平成21年度

平成22年度 山地流域における流砂の把握と砂防設備による土砂移動制御の検証について

○ 土砂移動モニタリングの目的を明確にし、調査範囲、手法、頻度を各関係機関で連携する必要がある。また、関係機

関でデータを共有する必要がある

○ 行政側が総合土砂管理に関する住民のニーズを把握していない。

【過去の議論の状況と今年度の議論の狙い】

○ 砂防事業実施の際の技術的な課題については、H22は議論を維持管理に絞って議論

○ 一方で、総合的な土砂管理の取り組みについて、議論を過去4年に渡り続けてきている。

○ 土砂移動モニタリングについて大枠からの議論を進めてきているが、砂防事業に関わる担当者の問題意識を踏まえ

て、それらの成果を何に利用していくか捉え直すことが必要。

○ 今年度は、担当者から砂防計画や施設設計の考え方について、門戸を狭めず広く問題意識を話して貰う。

○ それらの問題意識について、「被害想定」をキーワードに課題を把握し議論を進めます。

平成22年度 砂防事業実施の際の技術的な課題について

○ 定期的な点検と優先順位に基づいた計画的な改修が必要

○ 補修・補強については、事例を収集して共有をはかるべき

参加者の問題意識のありどころについて

・透過型堰堤の配置・機能評価
・水系砂防の効果
・ダム上流砂防
・大規模土砂移動対策

整備が必要かどうかの判断
・土砂量
・レッドの解消

事業が必要かどうかの判断
・事業評価

● 安全かどうか
● 被害が発生するかどうか

議論のキーワード「被害想定」

河床変動計算
・条件設定が難しい

評価がもれている
評価法が別にある

・砂防堰堤の山脚固定の効果等
・流末処理
・スリット堰堤の効果

実態が良く分からない、実態にどう影響しているか

6

事例紹介

1. 大規模崩壊に対する砂防施設規模や安定性の考え方について （越美山系砂防事務所）

2.  シャッター付き砂防堰堤の考え方と効果検討について （北陸地方整備局、松本砂防事務所）

3.  小規模な渓流に設置する土石流対策施設に関する検討について （太田川河川事務所）

深層崩壊発生おそれのある渓流で、現基準により設置した砂防堰堤をどう評価するか
→ 大規模な土砂移動が発生した場合に、安定が保たれる範囲で物性値や安定条件を緩和する。

松本砂防で設置したシャッター付き砂防堰堤と、立山砂防で設置している電動式シャッターを備えた砂防堰堤
→ 土砂堆積後にシャッターを開けて中小出水で安全に土砂を堆積させる。
→ 洪水中のシャッター操作により効率的に土砂を堆積・流下させる。

0～1次の小規模な土石流危険渓流でを流出する土砂量や流出形態に合わせて砂防堰堤の構造を見直し
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議論の状況について
●１班

・ 地域の実態に合った対策や規模に合わせた対策が合っても良いと思う。

・ 被害想定については土石流危険渓流調査の被害想定範囲や土砂法の土砂災害警戒区域としているのが実態。
・ 災害の実態と合っていないケースがあるので、それを合わせる必要がある。
・ 被害の実態や土砂流出後の土砂量の把握については、必要であれば細かくデータはとれる状況。
・ 一方で計画や施設設計の元となる最大の土砂量が正しいか自信がない。土砂量は何を根拠にすればいいの

か？崩壊箇所の想定も必要。
・ 簡易貫入試験などの現地調査が必要。

●２班

○土石流危険渓流での地元説明について

・ 地元に対して砂防堰堤の規模の説明が難しい。
・ 地域性の違いがあるため、砂防を理解していない人への説明方法の工夫。レベルに合わせた説明が必要。

○水系砂防について

・ 水系の場合、上流の砂防堰堤群が下流の人の役に立っていることの説明が難しい。
・ 水系全体での砂防効果について説明できる資料が必要。

○管理型堰堤について

・除石のための予算の確保が必要

8

●３班

・ 課題として感じていることは全員共通しており共感できる。

・ 現象そのものが多岐にわたっている中で、現象にあった対策をとることが必要。これは現状では必ずしも基準
が合致していない場合もある。一方で会検対応とのバランスを考慮しつつ検討を進める必要がある。

・ 積極的な技術開発に取り組むべき。
・ 生産土砂量の予測の精度を上げられないか課題と感じている。
・ 生産土砂量を面的に把握できる手法の開発が必要。
・ シミュレーションの精度や方法の向上（実災害の再現や３Dなどの活用）
・ 事業の説明は難しいが、河川や治山と連携し統一した説明ができるようになれば、事業間の協力ができるよう

になっているだろう。

●４班

○除石管理

・ 施設のパトロールなどをしながら優先順位に合わせて実施する。
・ 除石ありきで計画するのは問題。
○流末処理
・ 土砂を止めることで水の処理が結果としてできるようになれば良い。
○整備率について
・ 50%の整備率で土石流被害が出なければ、それ以上の必要性がないと思われる。
・ 自治体の危険認知度が下がっている。
・ 整備率に頼らない説明方法を作るべき
○住民説明について
・ 他地域の状況を活用する。
・ 不安だけ煽るような説明は良くない。

まとめ

○ 課題として認識していることは共通している。

○ 一般の人に理解してもらえるように説明できることが必要で、そのための工夫が必要。また、実態との乖離を

少なくすることが必要。

○ 地域の土砂移動実態に合わせた対策、規模に合わせた対策が必要

○ 一方で、今の基準に書かれていない部分等があり難しい。また、別途で、会計検査院への説明が必要というこ

とを認識しておく必要がありバランスをとることが必要。

○ 被害想定は、土石流危険渓流調査の想定被害範囲、あるいは土砂災害警戒区域と割り切っているものの、実

態とあっていないと感じている。

○ 事業計画や設計のときに知りたいのは最大の生産土砂量だが、生産土砂量を精度良く予測する手法が無い。

○ 生産土砂量の予測精度の向上が必要。将来的に面的に不安定な土砂分布が把握できるような調査手法の開

発やそれを視覚的に認識するための手法の開発が必要。

○ 事業効果の説明をするときに、相手の知識レベル等が一様でないため説明するのが難しい。説明するために

相手に説明したいケースごとに施設をすぐに表現できるような模型が開発できないか
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第２分科会

大規模土砂災害を監視する体制、整備、運用について

ーLP、衛星リモートセンシング、振動計各種センサーー

進 行

【１日目】事例紹介
・近畿地方整備局：平成23年台風12号による土砂災害
・東北地方整備局：平成20年岩手・宮城内陸地震における災害対応ヒアリング
・参加者各位：監視機器の設置状況とその目的、運用と課題についての紹介

【２日目】事例紹介、討議、議論の集約
・土研：センサーを用いた土砂災害監視事情と提案
・本省：平成23年台風12号の緊急調査の初動対応時におけるSAR画像判読技
術の活用事例
・国総研：リモートセンシングによる大規模土砂災害の監視
・利根川水系：利根川水系土砂災害に対する流域監視への取り組みについて
・フリーディスカッション

１日目

平成23年台風12号、平成20年岩手・宮城内陸地震にお
ける事例紹介

大災害時における迅速な初動対応の重要性について認
識共有
・時間を争う天然ダム対応（緊急調査）
・迅速なリエゾン派遣による情報収集
・防災情報連絡調整会議

１日目
各現場での監視機器の実情
・センサーの誤報に対する苦慮
・現在設置されている機器の設置経緯が不明確
・災害時に対応するための訓練の必要性
・市町村への情報伝達の考え方の整理の必要
・センサーの具体の運用方法の整理の必要
・長期間検知実績の無いセンサーに対する保守・更新の
妥当性判断に苦慮
・大規模土砂移動検知システムについて、小さい崩壊に
も対応してほしいとの自治体の声

・出水時に観測機器が被災するなどデータが取れていな
いことも少なくない
・無停電対策の必要性
・監視・観測機器配置計画を検討し、整備を進めている
流域もある

１日目
主な議論

○既存のセンサーは取り外さないのか。監視体制に無
理がある場合は撤去するほうが合理的ではないか
→設置経緯がわからないと、そのセンサーを撤去したと
きにセンサーが監視していた対象を見逃すことになるた
め、リスクを背負えない
→センサー撤去の説明がつかない。例えば壊れたセン
サーだけを撤去しようとすると、なぜひとつだけか、他の
センサーは撤去しないのか、と言われると、何個撤去す
るのが妥当なのかの判断ができない

→設置目的と運用方法を明確化した上で整備を進める
ことが重要

１日目
主な議論
○センサーの誤報は具体的には何なのか
→振動センサーあるいはワイヤーセンサーによる単独
の異常検知によるもの。

→複数の機器による組み合わせによる判断が必要
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１日目
主な議論
○大規模土砂移動検知センサーの誤報は大丈夫か
→現在、ノイズフィルタの技術開発中
→当該案件は、技術開発と並行して整備を進めているた
め、技術的な課題は完全にはクリアできていない

→単体で判断するのでなく、他の情報と組みあわせて判
断することが必要

２日目

センサーを用いた大規模な土砂災害の検知事例と監視
に関する提案（土木研究所より）

・地震計、水位計による大規模な土砂移動等の検知の
可能性
・危険度（緊迫→急迫→切迫→発生）と
監視の範囲（斜面レベル0.01km2→渓流レベル→流域
レベル→地域レベル100km2）を指標にした監視の概念
整理の提案
・平時から行っている観測機器による「発生情報」の蓄積
により、閾値の設定による監視機器への転用の可能性
・直接的な斜面崩壊等の検知情報を雨量情報等とともに
提供することにより、以降の崩壊等による被害の軽減に
寄与

２日目

ＳＡＲ画像解析を取り入れた緊急調査初動対応の迅速
化（本省）

・平成23年台風12号にともなう紀伊山地での緊急調査
において、SAR画像解析を実施することにより効率的な
ヘリ調査を実施することができた
・大規模土砂移動検知システムの導入により発生エリア
の絞込みを行うことで、さらなる調査の迅速化の可能性

２日目

リモートセンシング技術による大規模土砂災害の調査・
監視（国総研）

・SAR画像解析の概要と活用事例について紹介
・今後、地整において独自に判読が可能となるようにマ
ニュアルの整備を進められているとの報告
・地整における技術習熟のお願い

２日目

監視計画検討に関する紹介（奈良県・利根川水系砂防
事務所）

（奈良県）
・昨年被害後における、工事安全管理、地域安全の観点
での監視計画検討の紹介

・昨年被害における道路被害も含めた時系列情報の紹
介

（利根川水系砂防事務所）
・地震計、水位計等組み合わせた統合的な監視計画の
検討状況について紹介
・機器配置の考え方の整理を試みているところ

２日目
主な議論

○観測機器を危険度評価として活用するにあたり、閾値
の設定に苦慮。被害実績の蓄積が都合よくあるわけで
はない。

（対応案）
・平時からの発生情報の蓄積が重要
・機器にもよるが、当面は非発生情報による閾値の初期
値を設定することが考えられる。運用中における実績情
報の蓄積により閾値を更新
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２日目
主な議論
○機器配置の考え方に苦慮
どのような機器をどの程度配置させるか、考え方が不

明確

（対応案）
・機器配置に関する考え方を整理したマニュアルがある
と良い
・特に、水位計については、雨量情報と同様な流域の危
険度評価への活用や、上流域における天然ダムの発生
検知に有効と考えられるが、配置間隔について整理する
ことが必要

２日目
主な議論
○ＳＡＲ画像解析の地整における実施について
ほとんど起こらない事象に対して技術を維持できるか。

（対応案）

・マニュアル整理された後、地整における講習会（練習）
の必要
・訓練に使える既往の大規模崩壊のサンプル集を整理

２日目
主な議論
○ＳＡＲ画像、地震計等を活用した流域監視の運用方法
ある程度運用にあたっての決めが必要。また、頻度の

低い事例を対象にした場合、担当の異動等で、監視して
いることが忘れられる懸念がある。

（対応案）
・雨量情報、大規模土砂移動検知システム情報を活用し
た判断が考えられるのではないか。
・雨量情報については例えば48時間雨量400mmといっ
た目安も考えられる。

・運用についても固定的に取り扱うのでなく、運用を通じ
たフィードバックにより、全体の運用方法そのものを随時
見直すことも必要。
・監視対象を頻度が高い事象にあわせて設定することが
考えられる

まとめ
＜計画＞

・監視・観測機器については、後の保守更新を的確に実施するためにも、目的
の明確化が必須。

・機器配置にかかる考え方の手引きがあると良い。

＜運用＞

・個別機器の情報で判断するのでなく、複数の機器情報の組み合わせで判断
することが重要。

・平時に設置している「観測機器」について、「発生情報」の蓄積により、危険情
報の判断に活用することが可能。

・平時に個別箇所の「監視機器」による発生情報は、後続する崩壊への危険情
報としての活用の可能性。

＜照査＞

・閾値については運用時における実績値の蓄積により随時見直すことが重要。

＜改善＞

・大規模土砂災害の監視の運用方法についても、運用を通じて得られた経験を
もとに、随時見直しを図ることが重要。
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ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞによる

大規模土砂災害の監視

国総研 危機管理技術研究センター

砂防研究室 水野 正樹

平成24年10月4日

平成２４年度 砂防研究報告会 第２分科会用資料
Contents

１．災害発生時の迅速な被災状況把握

・平成23年台風12号災害大規模河道閉塞発生箇所（紀伊半島）

（高分解能SARによる河道閉塞の判読調査手法）

・ヘリ搭載型簡易レーザ計測システムによる

天然ダム形成確認調査

２．平常時からの流域の大規模土砂災害監視

・衛星干渉SARを用いた大規模崩壊前微少変状の監視

1

１．災害発生時の迅速な被災状況把握

平成23年台風12号災害大規模河道閉塞発生箇所
（紀伊半島）

高分解能SARによる河道閉塞の判読調査手法

2

◎衛星ＳＡＲ画像で河道閉塞判読する際の留意点

①雨雲レーダー
（広域雨量観測）

②振動センサー
（崩壊位置、概略規模推定）

③衛星画像判読
（崩壊規模計測）

崩壊地

湛水池
2011.9.5 観測

広域画像
拡大画像

最新方式による、①雨量観測、②振動センサー、③衛星画像、を組合せた大規模崩壊を監視するシステ
ムを導入し、関係行政機関で情報共有、住民への情報提供

A

B

C

到達時間で位
置を推定

振幅から概略の
土砂移動規模を推定

崩壊発生前の警戒 崩壊発生の検知 崩壊規模等の推定

振動センサーA

振動センサーB

振動センサーC

大規模崩壊発生

河川

道路

集落
集落

想定崩壊
区域

想定崩壊
区域

多少 雨量

空間精度の向上

最新のノイズフィルタ
により土砂崩壊による
振動波形を抽出し、崩
壊位置等を推定！

・衛星レーダーで昼夜
天候を問わず撮影！

・振動センサーで概略
位置を特定し、判読
時間を大幅に短縮！

「大規模崩壊監視警戒システム」の開発・運用（H24-）

約100台

3

図-1 リモートセンシングで主に利用される波長帯
（日本リモートセンシング学会 1992 より）

合成開口レーダー（ＳＡＲ）とは

4 5

衛星SAR画像で確認できる場所と確認出来ない場所
（レイオーバーとレーダーシャドウ）

A

B
C

D

E

B A C D E

画像上の位置

上下が反転する
（レイオーバー）

影ができる
（レーダーシャドウ）

実際よりも手前に倒れ込む
（フォアショートニング）

図 SAR画像に特徴的な現象の概念図

判読不能 判読不能
SAR衛星

入射角
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6

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

0 TerraSAR-X 2011/9/5 北行軌道 東向き 3m 39° HH GEC ◎

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ○

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 ○

崩壊規模 ○

画像の肌理 ○

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 ○

⑤長殿

(c) 2012 Astrium Services / Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

6

7

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

8 RADARSAT-2 2012/1/10 北行軌道 東向き 3m 36° HH GEC ○

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ○

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 ○

崩壊規模 ○

画像の肌理 ○

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 ○

⑤長殿

RADARSAT-2 Data and Products © MacDONALD, DETTWILER AND 
ASSOCIATES LTD. (2012) - All Rights Reserved

7

8

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

5 TerraSAR-X 2011/11/19 南行軌道 西向き 3m 39° HH GEC ○

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ○

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 ○

崩壊規模 ○

画像の肌理 ○

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 ○

⑤長殿

(c) 2012 Astrium Services / Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

8

9

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

6 TerraSAR-X 2012/1/21 北行軌道 東向き 3m 21° HH GEC ×

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 △

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ×

崩壊地内 ×

崩積土砂 ×

崩壊規模 ×

画像の肌理 ×

位置関係
上下関係等 -

周辺地物 -

総合評価 ×

⑤長殿

(c) 2012 Astrium Services / Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

9

河道閉塞の衛星SAR画像（単偏波）例: TerraSAR-X

視認性良好な条件

10

TerraSAR-X©Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

・悪天候時や夜
間でも撮影でき
る。

・観測角度と地
形により、判読
できない場合が
ある。

・分解能は、光
学画像に比べ低
く大規模な崩壊
が対象。

河道閉塞の衛星SAR画像（単偏波）例: COSMO-SkyMed

電波入射方向と
正対する斜面の
判読はレイオー
バー等で困難

11

COSMO-SkyMed Product – ©ASI - Agenzia Spaziale Italiana - (year of acquisition). 
All Rights Reserved
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河道閉塞の衛星SAR画像（単偏波）例:TerraSAR-X （低入射角）

高分解能でも
入射角設定により

見えなくなる場合あり

12

TerraSAR-X©Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ×

周辺地形 斜面勾配 -

崩壊地

滑落崖 -

崩壊地内 -

崩積土砂 -

崩壊規模 -

画像の肌理 -

位置関係
上下関係等 -

周辺地物 -

総合評価 ×

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 △

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 ○

崩壊規模 ○

画像の肌理 ×

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 △

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ×

周辺地形 斜面勾配 -

崩壊地

滑落崖 -

崩壊地内 -

崩積土砂 -

崩壊規模 -

画像の肌理 -

位置関係
上下関係等 -

周辺地物 -

総合評価 ×

①

②

③

①②③坪内

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性① 視認性② 視認性③

8’ RADARSAT-2 2012/1/10 北行軌道 東向き 8m 36° HH GEC × △ ×

河道閉塞の衛星SAR画像（単偏波）例: RADARSAT-2（低分解能）

13

野尻
確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 ×

周辺地形 斜面勾配 -

崩壊地

滑落崖 -

崩壊地内 -

崩積土砂 -

崩壊規模 -

画像の肌理 -

位置関係
上下関係等 -

周辺地物 -

総合評価 ×

14

湛水域無し、土石流形態の判読は難しい

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

0 TerraSAR-X 2011/9/5 北行軌道 東向き 3m 39° HH GEC ×

崩壊地の衛星SAR画像（単偏波）例

TerraSAR-X©Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]
2012/09/07撮影

崩壊地の衛星SAR画像（単偏波）例

野尻

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

4 TerraSAR-X 2011/10/6 南行軌道 西向き 3m 37° HH GEC ×

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 △

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 △

崩壊規模 ○

画像の肌理 △

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 ×

15

湛水池は無し、土石流形態の判読は難しい

TerraSAR-X©Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

2012/09/07撮影

16

画像No. 取得 撮影日 軌道 照射方向 分解能 入射角 偏波 補正 視認性

0 TerraSAR-X 2011/9/5 北行軌道 東向き 3m 39° HH GEC △

確認範囲 項 目 評価

河道 湛水域 △

周辺地形 斜面勾配 ○

崩壊地

滑落崖 ○

崩壊地内 ○

崩積土砂 ○

崩壊規模 ○

画像の肌理 ○

位置関係
上下関係等 ○

周辺地物 ×

総合評価 △

⑮三越

(c) 2012 Astrium Services / Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

国総研 2011/9/5撮影

SAR画像で見落とした大規模崩壊地

湛水域とレーダー
シャドウの判別に
注意を要する

16

災害対応時のSAR衛星画像入手の必要時間比較

17

SAR衛星名
バ
ン
ド

観測幅
(3m分解

能)
撮像頻度

発注から
撮像までの
最短時間

撮像から
画像入手
までの
最短時間

その他
留意点

発注から判読
開始までの
最短時間

（撮像頻度は
考慮していな

い）

COSMO-SkyMed
1～4号機
（ｲﾀﾘｱ）

Ｘ 40km
刈幅

12時間に
１回程度

24時間
(緊急撮影) 10時間 深夜,休祝日

は事前連絡
が必要

約34時間

◎ △ △

RADARSAT-2
（ｶﾅﾀﾞ）

Ｃ
50km
刈幅

2日に
1回程度

10時間
(緊急ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾐﾝｸﾞ)
6～8時間 平日営業時

間内のみ対
応*

約18～
81時間

○ ○ △

TerraSAR-X
（ﾄﾞｲﾂ）

Ｘ 30km
刈幅

4日に
1回程度

12時間
(最優先撮影) 3時間 深夜,休祝日

は事前連絡
が必要

約15時間

△ ○ ○

ALOS-2
(日本､2013年
打上げ予定)

Ｌ 70km
刈幅

2～3日に
1回程度

2時間程度 2時間程
度 （未定） 約4時間程度

○ ◎ ◎

* RADARSAT-2のオーダーが受け付けられるのは、㈱イメージワンの営業時間（平日9～17時）。
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照
射
方
向

照射
方向

約 100
度回転

画像を回転させ照射方
向を上とすると立体的に見
える。そこで、「白い尾根線
が上」となるよう配置する。

北向軌道の場合、西か
ら照射なので右回りに約
100度回転させる。

南向軌道の場合左回り
に約100度回転させる。

©Infoterra GmbH, Distribution
[PASCO]

©Infoterra GmbH, Distribution [PASCO]

判読時のSAR画像配置

本川

主要支川

支渓流

優先度①

優先度①

優先度②

優先度②

優先度③

主要な集落
(光学画像で
確認)

SAR画像

画像判読の順序

18

衛星SAR画像の河道閉塞判読のチェックリスト

確認範囲 チェック項目 判断基準 評価

河道 湛水域
・湛水域がシャドウとして確認されるか
・上下流の澪筋幅と比べ不自然な幅となっているか
・ダム・取水堰等の人工構造物による湛水では無いか

周辺地形 斜面勾配
・湛水域近傍に斜面は存在するか
・周辺斜面は発生する程度の急勾配斜面か 等

崩壊地

滑落崖
・湛水域周辺に滑落崖が確認できるか
・滑落崖周辺に段差によるシャドウ・レイオーバーは確認できるか
・滑落崖の形状は斜面方向に対し円弧状となっているか 等

崩壊地内
・滑落崖の下に崩壊形状は確認されるか
・崩壊形状は斜面方向と整合しているか 等

崩積土砂
（河道閉塞部）

・崩壊地内から下部にかけて崩積土は確認できるか
・崩積土の形状は舌状になっているか
・崩積土の到達範囲は地形形状と整合しているか
・河道閉塞部は谷を埋積する形状となっているか
・河道閉塞部の上流に湛水域は形成されているか
・崩積土上に倒木等の形状は確認されるか 等

崩壊規模 ・河道閉塞が発生する程度の崩壊規模か

画像の肌理
・崩壊地内・崩積土等の表面は周辺林地と比べ平滑になっているか
・周辺斜面にみられる強度パターンと違うパターンとなっているか 等

相対的位置関係

上下関係等
・滑落崖・崩積土・湛水域等の位置関係に不自然さはないか
・崩積土の到達範囲は地形と整合しているか 等

周辺地物
・周辺の道路網に分断はないか
・建物が埋積されているような状況は確認されるか

総合評価

○：形状が読みとれる箇所 △：不明瞭だが形状が確認できる箇所 ×：形状が読みとれない箇所

判
読
は
通
常
は
こ
の
ス
テ
ッ
プ
で
実
施
す
る

19

20

◎電波の入射角

電波の入射角が小さいと、入射方向と正対する斜面と河道付近の場所がレイオーバーとな
る。反対に入射角が大きいと急勾配地域でレーダーシャドウの割合が大きくなる。そこで概
ね35°～50°程度の電波入射角が良好となる。

◎撮影回数
片側照射のSAR画像1枚では、斜面方位によって50～70%程度の抽出率となる。東西両

側からの画像2枚を用いれば抽出率は90％程度に向上する。

◎分解能
河道閉塞を抽出する際のSAR 画像分解能は、3m 程度以下であることが望ましい。しかし、

1m程度の高分解能SAR画像では、撮影範囲が1/10以下の49～144km2と狭くなるため注
意を要する。

◎判読可能な崩壊発生規模
紀伊半島における判読結果からは、SAR 画像から抽出できる河道閉塞は、平面投影面積

1ha程度より大きな深層崩壊等によるものと解釈できる。また、崩壊地が大きくても河道閉塞
が土石流の流下によるもので湛水域が無い場合は、判読が難しい。

◎衛星の運用について
発注から撮影、画像入手までが短い時間となる撮影運用体制が必要。

衛星SAR画像の河道閉塞判読のまとめ

１．災害発生時の迅速な被災状況把握

ヘリ搭載型簡易レーザ計測システムによる
天然ダム形成確認調査

21

崩
壊
に
よ
る
天
然
ダ
ム
発
生
（
ダ
ム
高
20m

以
上
等
）

天
然
ダ
ム
形
成
確
認
調
査
（
初
動
期
ヘ
リ
調
査
・
衛
星
調
査
）

出水時対応 出水後対応災害発生時対応

風水害による河道閉塞(天然ダム)調査の流れ
（近畿地整の2011年 台風12号の事例を一部修正したもの）

土
砂
災
害
防
止
法
に
基
づ
く
緊
急
調
査
の
実
施

土
砂
災
害
緊
急
情
報(

重
大
災
害
が
想
定
さ
れ
る
区
域
・
時
期)

ヘ
リ
調
査
（
航
空
レ
ー
ザ
測
量
）

降
雨
発
生

水
位
予
測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

緊
急
情
報
通
知
（
越
流
す
る
数
時
間
前
）

随
時
（
重
要
）
情
報
（
越
流
し
た
と
思
わ
れ
る
時
点
）

水
位
予
測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
繰
返
し
）

ヘ
リ
調
査
（
越
流
状
況
の
確
認
）

随
時
（
重
要
）
情
報
（
越
流
確
認
時
点
）

ヘ
リ
調
査
（
越
流
確
認
後
、
随
時
）

ヘ
リ
調
査
（
定
期
・
定
点
監
視
）

現
地
調
査
・
確
認

測
量
・
ヘ
リ
調
査
（
変
状
確
認
時
）
（
Ｌ
Ｐ
測
量
）

水
位
予
測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
越
流
開
始
点
等
変
更
）

•航空レーザ測量
•現地測量
•深浅測量
越流後の詳細な地
形データを取得。

•天然ダム写真撮影
•上空からの状況確認

•天然ダム写真撮影
•上空からの状況確認

11月まで毎日1回飛行
12月から週1回飛行

•航空写真撮影
•航空レーザ測量

災害発生直後の詳細な地
形データを取得。
※地震による天然ダム形
成時等に必要に応じて実
施する。

•天然ダム形成確認
調査（衛星SAR撮影、
ヘリ調査）

河道閉塞(天然ダム)の調査の流れ（２０１１年 台風１２号）

22

機体進行方向

前方：NO1右側計測用

後方：NO3左側計測用中央：NO2中央計測用

レーザ測定システム（システムを斜め下から
写 し た モ デ ル で 、 左 側 が 機 体 位 置 、
GPS/IMUはビデオカメラの上部に固定）

ヘリ搭載型簡易レーザ計測システム（あおぞら号搭載）

・搭載型レーザ測距装置で直下までの距離取得
・ＧＰＳ/ジャイロで位置を取得

23

構成機材 概要 データ出力
水平防振架台 機体内部のコントローラーを使って、飛行中にロール、

ピッチ、方位方向へ独立で±10°まで傾けることが可能 （機内） 1秒間隔で計測地面の位置座標と標高
を算出して機内のPC画面に計測箇所の縦断グ
ラフとして表示し随時確認
（後処理） 100Hz周期で、レーザ距離計の測
定距離データ、 I MUの姿勢データ及び GPSの
ヘリ位置情報がPCに収録され、後処理で計測
地面の位置座標を100Hz周期で算出可能

100Hz
レーザ距離計

前後 2つ（No 1,No 3）のレーザ距離計は機体進行方向に対
して左右方向（ロール方向）に± 5 °間で取付け可能、
No 2は、 I MU及びビデオカメラと同軸に直下方向で固定

GPS MSAS補正 DGPS。相対精度で水平方向± 2.5m（ DGPS
時）高さ方向± 5m（DGPS時、水平方向より高さ方向で
GPS衛星の配置の影響を受け易い為）

慣性計測装置
（ I MU）

I ne r t ia l Me as ure me nt Unit（ I MU）、レーザ測距時の
機体姿勢を測定する。

＜携行型ﾚｰｻﾞ計測の課題＞
・一定時間ヘリをホバリング（空中静止）して計測する

ため、不安定な気象条件では計測が難しい
・計測記録の再現性が無い
・計測精度がやや悪い
等
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累積距離(m)

標
高

（
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）

146m

48m

6m

水面までの
高さ

堰堤の比高

堰堤の下流側水平長

●レーザー計測システム計測結果
●航空レーザー測量成果 2ｍDEM

ＤＥＭと試験計測結果による堰堤の形状比較
（図中の数字はヘリ搭載型簡易レーザ計測システムにより
読み取った堰堤の比高、下流側水平長、水面までの高さ）

試験計測の結果

24

群馬県 野反ダム付近

a

計測時のＶＴＲ画像の記録画面

25

95m（対地高度200ｍ時）

52m
（対地高度
200ｍ時）

標準の左右2度時のレーザ計測点位置
画面上でのレーザ計測点は高度により変化しない

画面横幅の17%

計測時間

(左右10度時)

水面までの高さ

堰堤の比高

堰堤の下流側水平長

着

陸

報

告

0分 5分 15分 45分

天然ダム

天然ダムの計測対象諸元の読み取り
NO.2中央計測

NO.2中央計測

処理ツールソフト
（カシミール）

航跡の表示

必要部分抽出と
CSVデータの作成

天然ダム形状の読み取りにかかる時間

ヘリ搭載型簡易レーザ計測システムを用いた計測後の地上処理は、ヘリ着陸後に収録データを可視
化して必要な天然ダム諸元を読み取る。
可視化の手順は、処理ツールソフトを用いた航跡の表示、必要部分抽出と縦断図作成用のCSVデー

タ作成、エクセルを用いた縦断図作成、天然ダム諸元読取の順で実施する。

26

２．平常時からの流域の大規模土砂災害監視

衛星干渉SARを用いた大規模崩壊前微少変状の監視

（事例）
東日本大震災
887大月川岩屑なだれ発生源跡地

27

衛星SARを用いた解析：干渉SAR（DInSAR、差分干渉解析）

電波の位相のずれから地盤のわずかな上下移動量を抽出

DInSAR – How it works / School of Surveying and Spatial Information Systems, UNSW
http://www.gmat.unsw.edu.au/currentstudents/ug/projects/Sparkes/index_files/Page430.htm H20岩手・宮城内陸地震による変動

＊ALOSのLバンドSARでは、１つの縞で11.8cmの変動

28

→Lバンド干渉SARを用いて大規模崩壊前の微小な動きを監視

長期的な流域監視

ALOS干渉ＳＡＲ解析画像（国土地理院）
北海道大 村上教授より広く微小な変動の指摘

29

（事例１）東日本大震災による地盤の変状（福島市土湯温泉近く）

・衛星SAR画像により広い地域
を監視

変状箇所の範囲は３ｋｍ×２ｋｍ程度

ALOS干渉ＳＡＲ解析画像（国総研）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

深層崩壊の概要及び取組状況 

深層崩壊の特徴 

深層崩壊とは？ 

 特 徴 

1) 斜面を構成する土塊は崩壊と同時にバラバラになって移動するか，
あるいは原形を留めてすべり始めた後にバラバラになる。 

2) 崩壊土塊（土砂）は高速で移動する。 
3) 崩壊土塊（土砂）の大部分は崩壊範囲の外へ移動する場合が多い。 

「深層崩壊」 

 「山崩れ･崖崩れなどの斜面崩壊のうち， 
すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し， 
表土層だけでなく 
深層の地盤までもが崩壊土塊となる 
比較的規模の大きな崩壊現象．」 
  ※（「改訂 砂防用語集」） 

3 

豪雨による深層崩壊の例 

宮崎県鰐塚山
（2005年） 

宮崎県耳川
（2005年） 

天然ダム 

土石流 

深層崩壊 

深層崩壊 

4 

深層崩壊に伴う移動土塊がそのまま
土石流となって流れくだる場合や、 

天然ダムを形成する場合などがある。 

深層崩壊に起因する土砂災害 

天然ダムの形成・決壊 
土石流の流下 

崩壊

天然ダムの
形成･欠壊

湛水による
被害

欠壊による
下流氾濫

崩壊

土石流の流下

土石流による
被害

崩壊

天然ダムの
形成・欠壊

欠壊による
下流氾濫

・鰐塚山山系の土石流（Ｈ17.9） 
・水俣市土石流（Ｈ15.7） 
・針原地区土石流（Ｈ9.7） 

5 

天然ダムの
形成・決壊 

天然ダムの
形成・決壊 

決壊による
下流氾濫 

決壊による
下流氾濫 

深層崩壊と雨量の関係 

降り始めから深層崩壊発生までの雨の量(mm)
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6 

崩壊発生 

宮崎県耳川 崩壊発生 

深
層
崩
壊
発
生
時

 

の
時
間
雨
量

 

(m
m

/h
) 

熊本県水俣 

多量の降雨に伴い発生。 

降雨ピーク後に発生することもある。 
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深層崩壊の発生要因の整理 
文
献 

砂
防
学
会
誌 

地
す
べ
り
学
会
誌 

委
員
会
資
料 

京
大
防
災
研
年
報 

地
質
ニ
ュ
ー
ス 

応
用
地
質 

Ｈ
Ｐ 

厚さDの深層崩壊発生については 

   ① 勾配，比高の増大 

   ② 強度の低下 

   ③ 間隙水圧の上昇 

 

   安全率が低下する 

h

D

β

θ

W

u

崩壊斜面

基岩 H

h´

 




sin

tancos

Wg

UWgC
FS




   22

tan
hDhcC 




 D
h

W
tan2

7 

物理仮定に基づく発生要因の整理 

Fs:安全率, U:斜面の抵抗力, g:重力加速度, β:崩壊斜面勾配, φ:内部摩擦角, h:崩壊斜面の比高, 
D:崩壊深, θ:崩壊した斜面全体の平均勾配, ρ:土の比重 

隆起 

谷の削剥 

②強度（c，φ）
の低下 

岩盤の風化 

③間隙水圧 

の増大 

雨水・地下水 

の集中 

機構 
崩壊発生に 

直接的な要因 
長い・徐々 

に変化 

短い・急激 

に変化 

斜面に兆候が
現れている 
可能性が高い 

(例：数万年) 

(例：数百年) 

(例：１降雨) 

深
層
崩
壊
発
生 

①勾配・比高 

の増大 

8 

変化する時間スケール 

深層崩壊の発生要因の整理 

深層崩壊に関連する要因と時間スケール 

深層崩壊危険地域に関する調査（H22.8推定頻度マップ公表） 

 明治期以降の深層崩壊事例を約１２０事例収集。 
 事例から、第四紀隆起量と地質との関係を整理分析、統一的な指標で深層崩壊の危険性

を検討し「深層崩壊推定頻度マップ」を作成し、公表（H22.8月）。 

第四紀隆起量、地質と深層崩壊発生密度の関係 

 ●第四紀隆起量が大きいほど崩壊密  

  度は大きい 

 ●第四系の地域では、それ以外の地  

  域に比べて崩壊密度が小さい 

 ●付加体では、付加体以外に比べて 

  大きい 
 

深層崩壊の発生事例の分析 

※プレートの沈み込みに伴い、陸側のプレートに 
  付加された海底堆積物等からなる地質体 

※ 

0.01

0.1

1

10

0-250m 250-
500m

500-
750m

750-
1000m

1000m-

第四紀隆起量（m）

発
生
頻
度
（
全
国
平
均
に
対
す
る
比
）

第四系
付加体
第三系中・古生代の付加体以外

9 

深層崩壊危険地域に関するマップについて 

全国の中で「特に発生頻度が高い」と推定された地域を
5kmメッシュ単位（約30km2）で評価 
 

空中写真判読による深層崩壊発生跡地の１要素で評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5kmメッシュ内の深層崩壊跡地の数により4段階評価。 
    1) 発生跡地なし  
    2) 平均未満 
    3) 平均以上~平均の2倍未満 
    4) 平均の2倍以上 
 

   渓流レベルマップより簡略な評価だが、 
   全国レベルでの比較が可能 

地質や気候条件が概ね等しいと考え
られる地域を対象に、1km2の渓流レ
ベルで評価 
 

深層崩壊の発生実績、地質構造及び
微地形、地形量の３要素で評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 評価区域内における 
 相対的な危険度を渓流単位で評価 

深層崩壊推定頻度マップ （平成22年8月公表） 

深層崩壊渓流レベル評価マップ （今回公表） 

深層崩壊跡地密度マップ  
（今回公表） 

・ 明治期以降の深層崩壊事例(約120事例)から、 
第四紀隆起量と地質の関係をもとに発生頻度を 
推定したもの 

10 

深層崩壊の
発生実績 

深層崩壊のおそれのある渓流の抽出 
 「渓流（小流域）レベル評価」 

11 

深層崩壊の発生に関連する指標について 
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率 

(P) 

既往深層崩壊地からの距離 
12 

既往の深層崩壊発生箇所の近接地域で発生しやすい 

カ
バ 

| 

率 

(C) 

（
当
該
地
域
で
発
生
し
て
い
る
箇
所
数

 
/ 
全
域
で
の
発
生
箇
所
数
）
 

（
当
該
地
域
の
発
生
確
率

 
/ 
全
域
で
の
発
生
確
率
）
 カバー率 
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13 

深層崩壊発生と関連性の高いと考えられる地形 
 

隆起や岩盤の風化などによる岩盤の変形に起因すると考えられる岩盤の「ゆるみ」 

深層崩壊の発生に関連する指標について 深層崩壊の発生に関連する評価指標の適用性検証 

14 
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３つの要素を評価軸に「深層崩壊渓流レベル評価」を実施 

  ①発生実績 ②地質構造及び微地形 ③地形量 
   ※②、③は、評価区域毎に深層崩壊跡地と関連性が高い微地形の種類、または地形量を選択 

渓流レベル評価結果の留意事項 

15 

• 空中写真判読や、地質図、地形図などにより、
机上調査で評価する簡易的な評価手法であり、
現地踏査やボーリング調査等を踏まえた設計
を行っている構造物の安全性等の評価を左右
するものではありません。 

深層崩壊渓流レベル評価マップ （今回公表） 

• 評価区域毎に深層崩壊実績（崩壊跡地分布）と関連性が高い指標を設定
して評価していることから、異なる評価区域間で、評価結果を比較すること
はできません 。 

 

• 渓流レベル評価は、複数の斜面を有する一定面積の渓流毎に、相対的
な深層崩壊の発生危険度を評価したものであり、個別の斜面の危険性を
判断するものではありません。 

渓流レベル評価結果の活用例 

16 

 深層崩壊渓流レベル評価マップにおいては、 
 評価区域内における深層崩壊の相対的な危険度が示されており、 
 ・避難場所の設定の判断材料としての活用 
 ・砂防堰堤等の検証・整備の優先順位の判断材料として活用 

集落 

集落 

集落 

集落 避難
場所 

避難
場所 

避難
場所 

避難
場所 

【避難場所を設定の判断材料の１つ】 
※その他のリスクも考慮して場所を決定 

【砂防堰堤等の優先順位の判断材料の１つ】 
※その他のリスクも考慮して優先順位を決定 

先に整備すべきは？ 

より安全な  
  避難場所は？ 

全国的な傾向把握 
 「深層崩壊跡地密度マップ」 

17 

全国的な傾向把握 

地域的な最適化を行っていない要素（深層崩壊の発生実績）に注目 

Step１ 
 

渓流単位調査から、
深層崩壊の発生実績
を集計 

 

Step２ 
 

「特に高い」地域で、
全国平均の深層崩壊
発生実績値を算出 

Step３ 
 

「特に高い」地域で、
深層崩壊実績値を 

４段階で評価 

H22.8の深層崩壊推定頻度マップを検証し、全国的な傾向を把握 

【評価結果】 

• 推定頻度マップの「特に高い」地域では、深層崩壊の発生実
績が多く確認されており、H22.8の評価手法の妥当性を確認。 

• 全国的に見れば、降雨の多い西日本で全国平均より多く、 

降雨の少ない北日本で全国平均より少ない傾向が見られる。 

• 台風12号により発生した深層崩壊で検証したところ、概ね妥
当な評価を行っていることを確認。 

全国平均 

 約10.8箇所/5kmメッシュ 
4段階評価値 

 0, 1~10, 11~21, 22~ 

18 
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今後の深層崩壊対策 

渓流レベル評価の結果及び今後の調査 

渓流レベル評価の進め方 

今後の調査（発生危険性・影響範囲） 

「特に高い」地域 

「高い」で深層崩壊の実績ありの地域 

「低い」で深層崩壊の複数実績ありの地域 

調査範囲の絞込み 
・渓流単位調査結果 
・保全対象との位置 

H23までに約9割の調査を完了 

調査内容の検討 
・詳細微地形調査 
・地質調査 

影響範囲の検討 
・数値シミュレーション 
・既設施設の効果評価 

発生 
危険性 
評価 

影響範
囲評価 

評価結果の利用 
・施設対策の検討 
・警戒避難の検討 

20 
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紀伊山地における深層崩壊渓流 (小流域) レベル評価と
台風12号における深層崩壊発生箇所

(参考資料1)

＜注釈＞

１.深層崩壊渓流（小流域）レベル評価区域図は，国土交通省が土木研究所資料第4115号「深層崩壊の恐れのあ
る渓流抽出マニュアル（案）」（以下，マニュアル）を用いた調査結果に基づき作成した。

２.危険度については同様の地質特性等を有する範囲ごとに３つの要素（発生実績，微地形，地形量）によって相
対的に評価したものであり，地質特性が異なる範囲では，要素（微地形，地形量）の評価方法が異なるため，
地質特性の異なる範囲での相対的な危険度を比較する事はできない。また，相対的な危険度を評価したもの
であり，台風１２号では，相対的な危険度が低い評価となった場所でも深層崩壊が発生した事例がある。

３.平成２３年９月の台風１２号で発生した深層崩壊とは，発生した崩壊地のうちマニュアルで定める事項に加え，
崩壊面積が１ha以上でかつ崩壊面が深く削られているような地形とした。
なお，台風１２号以前から崩壊があることが確認できた場所については，台風１２号によって崩壊が拡大したこ
とが確認できたものだけを対象とした。
詳しくは以下URL参照（http://www.準備中）

４.平成２３年９月の台風１２号で発生した深層崩壊地は，平成２４年６月２８日時点で入手・閲覧可能な空中写真
（縮尺１／１０，０００～１／２０，０００程度）および衛星写真により判読したものであり，今後の現地調査等に
よっては変更される可能性がある。

凡例

四万十帯

調査対象流域内において
台風12号で発生した深層崩壊

調査流域

相対的な危険度が高い渓流

相対的な危険度がやや高い渓流

相対的な危険度がやや低い渓流

相対的な危険度が低い

(参考資料1)
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紀伊山地における危険度別渓流数と台風12号による深層崩壊発生状況 該当渓流数

台風12号での深層崩壊発生渓流数

発生率

評価対象範囲

凡例

特に多い

多い

少ない

なし

台風12号で発生した
深層崩壊

<崩壊跡地>

紀伊山地における深層崩壊跡地密度マップと
台風12号における深層崩壊発生箇所

(参考資料2)

＜注釈＞

１.この地域別深層崩壊跡地密度マップ（以下，地域別マップ）は，平成２２年８月に国土交通省砂防部・（独）土木研究所より発表された「深層崩壊推定頻
度マップ」において，推定頻度が「特に高い」とされた地域を中心に国土交通省が調査した結果に基づく。

２.危険度については同様の地質特性等を有する範囲ごとに３つの要素（発生実績，微地形，地形量）によって相対的に評価したものであり，地質特性が
異なる範囲では，要素（微地形，地形量）の評価方法が異なるため，地質特性の異なる範囲での相対的な危険度を比較する事はできない。また，相対
的な危険度を評価したものであり，台風１２号では，相対的な危険度が低い評価となった場所でも深層崩壊が発生した事例がある。

３.平成２３年９月の台風１２号で発生した深層崩壊とは，発生した崩壊地のうちマニュアルで定める事項に加え，崩壊面積が１ha以上でかつ崩壊面が深く
削られているような地形とした。
なお，台風１２号以前から崩壊があることが確認できた場所については，台風１２号によって崩壊が拡大したことが確認できたものだけを対象とした。
詳しくは以下URL参照（http://www.準備中）

４.平成２３年９月の台風１２号で発生した深層崩壊地は，平成２４年６月２８日時点で入手・閲覧可能な空中写真（縮尺１／１０，０００～１／２０，０００程度）
および衛星写真により判読したものであり，今後の現地調査等によっては変更される可能性がある。

５.マニュアルに基づき抽出されたすべての深層崩壊跡地の多寡に対して，5km×5kmのメッシュ単位（以下，単位メッシュ）で「特に多い」，「多い」，「少な
い」，「なし」の４階級で表示したものである。「特に多い」は深層崩壊跡地の数が22個以上，「多い」は深層崩壊跡地の数が11個以上22個未満，「少な
い」は深層崩壊跡地の数が1個以上11個未満，「なし」は深層崩壊跡地の数が0個である。なお，調査範囲が単位メッシュを満たしていない場合は，評価
範囲の面積に対する密度を評価している。

６.抽出した深層崩壊跡地の発生要因，発生時期，被害の有無は特定できていない。

７.深層崩壊跡地と考えられる地形の調査は現在も継続中であり，事例が追加された場合，変更される可能性がある。

(参考資料2)
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＜注釈＞

１.深層崩壊渓流（小流域）レベル評価区域図は，国土交通省が土
「深層崩壊の恐れのある渓流抽出マニュアル（案）」を用いた調査

２.危険度については同様の地質特性を有する範囲ごとに３つの条
地形量）によって評価したものであり，異なる地質特性の評価に
め危険度の比較はできない。
また，相対的な危険度を評価したものであり，相対的な危険度が
が発生 しないということではない。

深層崩壊

土木研究所資料第4115号
査結果に基づき作成した。

条件（発生実績，微地形，
ついては条件が異なるた

が低い渓流では深層崩壊

壊渓流レベル評価マップの一

凡例

相対的な危険度が低い渓流

相対的な危険度がやや低い渓流

相対的な危険度がやや高い渓流

相対的な危険度が高い渓流

例(紀伊山地)
地質区分:四万十帯

(資料2)
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